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政令市の人口推計より作成

＝
３
月
議
会
に
あ
た
っ
て
＝ 

和
光
市
議
会
議
員 

菅 

原 
 

満 

客
員
研
究
員
（
２
０
０
９
年
３
月
） 

◇ 

経
済
悪
化
・
人
口
減
少
・
高
齢
化 

◇ 

急
速
な
経
済
環
境
の
悪
化
は
、
自
治
体
財
政
に
深
刻
な
影
響
を

与
え
て
い
る
。
特
に
、
法
人
関
係
諸
税
へ
の
歳
入
依
存
が
高
か
っ

た
自
治
体
、
従
来
「
ゆ
と
り
」
が
あ
っ
た
と
思
わ
れ
て
い
る
自
治

体
で
の
影
響
が
深
刻
に
な
っ
て
い
る
。 

 

ま
た
、
地
方
財
政
は
、
小
泉
内
閣
時
代
の
「
三
位
一
体
改
革
」

に
よ
り
、
不
交
付
団
体
が
増
や
さ
れ
た
。
し
か
し
、
今
回
の
金
融

危
機
に
よ
る
影
響
へ
の
対

策
が
地
方
交
付
税
措
置
ば

か
り
と
さ
れ
て
は
、
不
交

付
団
体
の
財
政
負
担
が
増

え
る
だ
け
で
は
な
い
か
。

国
の
財
政
再
建
に
自
治
体

が
利
用
さ
れ
て
し
ま
っ
た

感
が
否
め
な
い
。「
三
位
一

体
改
革
」、「
ふ
る
さ
と
納

税
制
度
」
な
ど
の
「
改
革
」

と
い
わ
れ
た
こ
と
の
検
証

が
必
要
だ
と
考
え
る
。 

昨
年
暮
れ
、
平
成
17
年

の
国
勢
調
査
を
基
に
し
た

市
町
村
別
将
来
推
計
人
口
が
、
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
か

ら
発
表
さ
れ
た
。
2035
年
ま
で
に
は
、
全
都
道
府
県
が
人
口
減
少
に

転
じ
、
老
年
人
口
割
合
が
４０
％
以
上
の
市
町
村
が
4
割
超
、
75
歳

以
上
人
口
割
合
が
25
％
以
上
の
市
町
村
が
５
割
超
と
推
計
さ
れ

て
い
る
。因
み
に
75
歳
以
上
人
口
割
合
5
割
超
の
自
治
体
は
、
5

自
治
体
、
4
割
超
は
、
34
自
治
体
と
な
っ
て
い
る
。（
グ
ラ
フ
は
、

平
成
１２
年
（
2005
年
）
を
100
と
し
た
場
合
、
2035
年
に
は
、
８
割
以

下
に
落
ち
込
む
政
令
市
が
出
て
く
る
と
の
推
計
で
あ
る
。） 

第
4
期
の
介
護
保
険
事
業
計
画
が
平
成
21
年
度
か
ら
ス
タ
ー

ト
す
る
。
厳
し
い
経
済
環
境
と
将
来
の
人
口
構
成
を
踏
ま
え
た
行

財
政
運
営
が
必
要
と
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。 

（
詳
し
く
は
、
社
会
・
保
障
人
口
問
題
研
究
所
の
HP
を
ご
覧
下
さ
い
。） 

◇ 

雇
用
情
勢
と
自
治
体 

◇ 
 

急
激
且
つ
極
端
な
雇
用
情
勢
の
悪
化
に
対
し
、
各
地
の
自
治
体

で
は
、
雇
用
喪
失
者
を
臨
時
職
員
と
し
て
採
用
し
、
雇
用
の
場
の

確
保
に
取
り
組
ん
で
い
る
。
自
治
体
の
中
に
は
、
外
国
籍
労
働
者

の
失
業
に
関
し
て
、
相
談
体
制
を
講
じ
て
い
る
自
治
体
も
あ
る
。 

雇
用
喪
失
者
へ
の
救
済
措
置
、
労
働
法
制
の
見
直
し
は
、
本
来

は
、
国
の
責
務
で
あ
る
。
身
近
な
自
治
体
と
し
て
、
早
急
な
職
の

安
定
を
図
れ
な
い
国
に
待
つ
こ
と
な
く
、
住
民
で
あ
る
雇
用
喪
失

者
に
対
し
て
、
自
治
体
が
当
面
の
対
策
を
行
う
と
い
う
こ
と
で
、

臨
時
職
員
と
し
て
採
用
し
て
き
て
い
る
。繰
り
返
す
が
、本
来
は
、

国
に
よ
り
安
定
し
た
雇
用
環
境
づ
く
り
が
必
要
だ
と
考
え
る
。 

 
 

 
 

 
 

 

【
留
意
点
】
こ
の
レ
ポ
ー
ト
が
手
元
に
届
く
頃
に
は
、
当
初
の

臨
時
採
用
時
期
か
ら
み
て
、
任
期
が
切
れ
る
時
期
と
な
る
事
例
も



あ
る
か
と
思
う
。
こ
の
場
合
、
地
方
公
務
員
法
大
22
条
に
よ
る
臨

時
職
員
に
つ
い
て
は
、
任
期
や
更
新
に
条
件
が
あ
る
こ
と
に
注
意

を
し
て
お
く
必
要
が
あ
る
。 

 

相
次
ぐ
派
遣
な
ど
の
打
ち
切
り
に
対
し
て
、
緊
急
避
難
的
に
臨

時
職
員
と
し
て
の
職
員
任
用
に
当
た
っ
て
は
、
地
方
自
治
法
、
地

方
公
務
員
法
に
則
っ
た
任
用
、
処
遇
を
行
う
こ
と
に
注
意
を
要
す

る
こ
と
と
な
る
。
あ
く
ま
で
も
、
現
行
の
法
制
度
の
枠
組
み
の
中

で
地
方
公
務
員
法
な
ど
法
的
整
合
性
と
緊
急
避
難
的
対
応
と
い
う

難
し
い
対
応
と
も
な
る
と
考
え
ら
れ
る
。 

 

地
方
公
務
員
法
で
は
、
第
3
条
第
3
項
第
三
号
の
（
一
般
職
に

属
す
る
地
方
公
務
員
及
び
特
別
職
に
属
す
る
地
方
公
務
員
）
で
の

臨
時
の
職
、
第
15
条
の
（
任
用
の
根
本
的
基
準
）
と
し
て
「
成
績

基
準
の
原
則
」、
第
17
条
の
「
欠
員
が
生
じ
た
場
合
」、
第
22
条
の

（
条
件
附
採
用
及
び
臨
時
的
任
用
）
の
規
定
が
挙
げ
ら
れ
る
。 

派
遣
と
い
う
雇
用
制
度
に
つ
い
て
は
見
直
し
の
必
要
性
の
摘
や

意
見
が
出
て
い
る
。
法
的
な
制
約
の
中
で
も
工
夫
を
凝
ら
す
自
治

体
に
対
し
て
、
国
は
一
刻
も
早
く
雇
用
環
境
や
経
済
状
況
の
打
開

を
は
か
る
べ
き
で
あ
る
。 

ま
た
、
平
日
（
月
～
金
曜
）
で
の
採
用
（
勤
務
）
と
な
る
と
、

次
の
就
職
活
動
に
差
し
障
る
の
で
、
こ
の
点
、
就
職
活
動
へ
の
配

慮
を
講
じ
た
任
用
方
法
を
採
る
こ
と
も
必
要
で
は
な
い
か
。な
お
、

失
業
に
伴
っ
て
、
健
康
保
険
、
年
金
の
負
担
の
問
題
、
生
活
保
護

の
増
加
も
出
て
き
て
い
る
。
相
談
体
制
や
後
年
度
の
財
政
へ
の
影

響
も
見
て
お
く
こ
と
も
あ
ろ
う
。 

自
治
体
と
し
て
は
、
直
接
臨
時
職
員
と
し
て
採
用
す
る
こ
と
も

一
つ
の
方
策
だ
が
、
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
（
資
格
取
得
な
ど
へ
の
援
助
）

の
機
会
や
場
を
用
意
す
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
よ
う
。 

◇ 

予
算
議
会 

◇ 

予
算
議
会
を
迎
え
る
こ
と
と
な
っ
た
。
財
政
健
全
化
比
率
な
ど

が
発
表
さ
れ
た
あ
と
、
急
速
な
財
政
悪
化
に
陥
り
、
平
成
21
年
度

予
算
で
は
、
相
当
の
圧
縮
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い
る
と
思
う
。 

総
務
省
の
「
平
成
21
年
度
地
方
財
政
収
支
見
通
し
の
概
要
」
を

み
て
も
、
歳
入
で
は
、
地
方
税
の
落
込
み
（
10
・
6
％
）
と
地

方
債
の
伸
び
（
23
・
2
％
）
と
財
政
悪
化
要
因
が
あ
る
。
特
に
、

地
方
債
で
は
、
臨
時
財
政
対
策
債
81
・
7
％
、
約
2
兆
3
千
億

円
の
伸
び
と
な
っ
て
い
る
。
財
政
悪
化
の
懸
念
を
持
つ
。 

自
治
体
財
政
は
、
分
権
と
は
い
う
も
の
の
、
国
家
的
規
模
の
経

済
状
況
や
国
の
経
済
財
政
運
営
に
左
右
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
。
過

去
の
経
済
状
況
、
産
業
動
向
な
ど
十
分
に
踏
ま
え
、
先
を
見
越
し

て
い
く
こ
と
の
重
要
性
が
高
ま
っ
て
い
る
。 

予
算
で
は
、
歳
入
見
積
も
り
の
的
確
性
や
確
実
性
、
起
債
依
存

度
、
一
般
会
計
と
特
別
会
計
や
企
業
会
計
と
の
繰
出
・
繰
入
、
純

計
の
見
込
み
、
出
資
法
人
の
経
営
見
通
し
と
い
っ
た
大
枠
的
な
こ

と
か
ら
、
個
別
事
業
の
必
要
性
や
財
源
内
容
の
あ
り
方
な
ど
が
質

さ
れ
る
こ
と
と
な
ろ
う
。 

税
や
使
用
料
、
負
担
金
な
ど
の
徴
収
・
収
納
に
当
た
っ
て
、
公

平
性
や
公
正
性
と
共
に
、
現
下
の
経
済
状
況
も
踏
ま
え
た
質
疑
の

や
り
取
り
も
想
定
さ
れ
る
。
ま
た
、
財
政
力
指
数
が
「
1
」
以
上

の
自
治
体
で
は
、
国
か
ら
の
補
助
金
が
確
保
で
き
る
の
か
見
通
し

を
確
か
な
も
の
と
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。 


